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第１章 計画概要

神奈川県西部都市圏（以降、県西部都市圏）では、県西地域を一体の都市圏と捉え、平成 15年

度に総合都市交通体系マスタープラン（以降、交通マスタープラン）を策定してから 10年が経過

したが、社会情勢の変化による今後の都市交通課題に対応していくため、都市交通に関連する交

通事業者等を含めた協議会を設立し、概ね 20 年後の平成 42 年を目標年次として、ハード、ソフ

トの施策を総合的かつ着実に展開していくため、交通マスタープランを改定するとともに、短・

中期的な都市交通施策を定めた都市・地域総合交通戦略を策定したものである。

１．背景・目的

県西部都市圏では、平成 15 年度に行政組織からなる委員会を設立し、交通マスタープランを策

定し、その後、平成 21 年度に、県西部都市圏を取り巻く状況の変化や事業進捗状況を踏まえ、交

通マスタープランのマネジメントサイクルに示される中間評価を行ってきた。

県西部都市圏においては、人口減少、高齢化、公共投資余力の減退などを背景に、目指すべき

将来都市像の実現に向けた、効率的かつ重点的な計画の策定の必要がある。

近年、社会情勢の変化による都市交通の課題として、人口減少や高齢社会への対応、中心市街

地の活性化、環境負荷を軽減する都市交通体系の整備が求められている。さらに、地方財政はま

すます逼迫しており、事業費の大きい施設整備中心の施策から既存ストックを有効に活用したソ

フト施策を含む都市交通施策への転換が必要である。

また、都市交通においても、行政マネジメントの考え方を導入し、数値目標の設定や評価結果

に基づく見直しを継続的に行う、いわゆるマネジメントサイクルの実施が重要となっている。

本調査では、平成 15 年度に策定された交通マスタープランを踏まえ、平成 19 年 10 月改定の「か

ながわ都市マスタープラン」及び平成 22 年 11 月改定の「かながわ都市マスタープラン（地域別

計画）」、また、平成 24 年 3 月策定の神奈川県の総合計画である「かながわグランドデザイン」等

の上位計画と整合を図り、社会情勢の変化や要請などから都市交通の課題を整理し、県西部都市

圏の交通マスタープランの改定及び都市・地域総合交通戦略の策定による、将来都市像の実現を

目指すことを目的とする。

なお、交通マスタープランの改定及び都市・地域総合交通戦略の策定にあたっては、学識経験

者、交通事業者、交通管理者、国、県、市町の代表者からなる協議会、作業部会等において検討

を行った。
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２．目標年次

交通マスタープランの目標年次は、平成 42年とする。また、都市・地域総合交通戦略につい

ては、概ね 10年後の平成 37年を目標年次とし、短期・中期に区分し、目標及び施策を定める。

３．対象都市圏

対象都市圏は、前回交通マスタープランと同様に２市８町（小田原市、南足柄市、中井町、

大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町）とする。

都市圏面積は、約 635.3km2（平成 25 年全国都道府県市区町村別面積調）、人口は約 35.9 万

人（平成 22 年国勢調査）である。
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箱根町

南足柄市

小田原市

湯河原町 真鶴町

開成町

松田町

大井町 中井町

図 1 対象都市圏
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４．検討フロー

本調査は、平成 15 年度に策定された交通マスタープラン及び平成 21年度に実施された交通

マスタープランの評価を踏まえ、以下のフローに基づき、交通マスタープランの改定及び都市・

地域総合交通戦略の策定のための検討を行った。

近年の各市町における
新たな取組み

（現況課題への対応）

現況交通需要特性
（平成20年ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ調査、
平成22年道路交通ｾﾝｻｽ等）

交通マスタープランの基本方針の検討

評価指標の設定

交通マスタープランの改定

前回交通マスタープランの策定（平成１５年度）

交通計画分野別基本方針の検討と施策の方向性（骨子案）

交通マスタープランの基本方針の方向性

将来交通需要の予測

前回交通マスタープランの評価（平成２１年度）

【交通マスタープランの骨子案】

【交通マスタープランの基本方針の方向性】
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都
　
市
　
交
　
通
　
部
　
会

道
路
及
び
公
共
交
通
作
業
部
会

神
奈
川
県
西
部
都
市
圏
総
合
都
市
交
通
体
系
調
査
及
び
都
市
・
地
域
総
合
交
通
戦
略
策
定
協
議
会

【今後の各市町での展開】

総合計画・都市マス
タープランへの反映

面的整備事業の
事業化に向けた

活用

都市計画道路の
位置付け・事業の

実施
個別計画への反映

将来交通需要動向
（平成20年ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ調査等）

図 2 検討フロー
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第２章 本計画の位置付けと考え方

１．交通マスタープランとは

交通マスタープランは、県西部都市圏の将来像や計画目標、将来都市構造を踏まえ、都市圏の

道路や公共交通などの都市交通部門における長期的な視点からの交通計画の基本計画であり、概

ね 20 年後を目標年次として、都市圏における望ましい交通体系整備の基本的な方針を示したも

のである。

２．都市・地域総合交通戦略とは

都市・地域総合交通戦略は、交通マスタープランで示された各交通計画の方向性を実現するた

め、概ね 5～10 年の短期・中期を目標として、戦略目標を実現するために必要となる施策パッケ

ージとその施策展開方針を定め、具体的な個別施策事業の設定、具体スケジュール、事業主体等

を定めたものである。

図 3 交通マスタープランと都市・地域総合交通戦略との関係

交通マスタープラン

（改定）

（都市交通のあり方）

目標年次：平成４２年

都市・地域総合交通戦略

（短・中期的な施策・事業）

目標年次：概ね５～１０年後

都市圏における交通体系整備の方針

（各交通計画の方向性）

○公共交通計画

○交通結節点計画

○幹線道路網計画

○自転車・歩行者ネットワーク計画

○まちづくり交通計画

○交通需要マネジメント

短・中期の各個別施策事業の設定

○公共交通施策の設定

○交通結節点施策の設定

○幹線道路施策の設定

○自転車・歩行者ネットワーク施策の設定

○まちづくり交通施策の設定

○交通需要マネジメント施策の設定
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第３章 県西部都市圏の社会情勢

１．社会情勢の変化における交通に関する新たな視点

【社会情勢の変化における交通に関する新たな４つの視点】

(1) 少子高齢化と人口減少がさらに進展しており、若年層をはじめとした公共交通利用層の減少

や高齢者の自動車利用などにより、高い自動車依存が継続している。今後のさらなる高齢化の

進展とともに、移動制約者の増加が見込まれるため、既存の公共交通を維持・確保しながら、

自動車から公共交通への転換を進める方策が求められる。

(2) 豊かな自然環境を持つ観光拠点が点在しており、県外の富士山の世界文化遺産登録、平成 32

年の東京オリンピック開催などを含め、都市圏外を含む広域的な観光交通需要を支える交通体

系が求められる。

(3)当該地域においては、神奈川県西部地震や富士山噴火等の災害が想定されており、平成 23 年

に発生した東日本大震災の教訓を踏まえ、リダンダンシーの確保など防災への対応が求められ

る。

(4) 限られた財源の中で事業の選択と集中など、交通政策においても行政コストの効率的な運用

が求められている。

また、まちづくりにおいても、平成 24 年 12 月に「都市の低炭素化の促進に関する法律」が

施行され、都市の低炭素化に資する集約型都市構造への転換を誘導するとともに、公共交通の

利用促進など、その実現に資する交通政策が求められている。

【今後の交通政策の方向性】

このような社会情勢の変化を踏まえると、今後の交通政策の方向性は、高齢者も含め

た多くの人々にとって、安全で安心な移動手段を確保し、環境負荷の増大、インフラ投

資の効率の低下や都市の運営コストの増大等を回避する観点から、「選択と集中による

道路整備を進めるとともに、道路や公共交通などの既存ストックを有効活用」し、まち

づくりとも連携した、「地域の核となる拠点を活性化しつつ、拠点間を有機的に接続し、

広域的な観光・産業などの交流・連携を支える交通体系を構築」することが必要である。

また、高い自動車依存が公共交通のサービス低下をまねく恐れがあり、「高齢者等の

日常生活の移動手段を確保するためにも、公共交通の利用を促進し、過度な自動車依存

を緩和」していくことが必要である。
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【社会情勢の変化における交通に関する新たな４つの視点】

（１）さらなる少子高齢化・人口減少への対応

○県西部都市圏の人口は、平成 7 年をピークに減少に転じ、平成 22 年の約 35.9 万人から、概

ね 20 年後の平成 42 年には 30.9 万人となり、今後 20 年間で約 5万人減少すると見込まれる。

○65歳以上の高齢化率は平成 42年には約 34％となり、3人に 1人が 65歳以上の高齢者となる。

344,890
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図 4 県西部都市圏の夜間人口動向

注１）実績：各年「国勢調査」

２）社人研推計：日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月）、国立社会保障・人口問題研究所
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図 5 県西部都市圏の高齢化の動向

注１）実績：各年「国勢調査」

２）社人研推計：日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月）、国立社会保障・人口問題研究所
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○ 県西部都市圏は県内でも自動車利用率が突出して高い地域であり、若年層をはじめとした公

共交通利用層の減少や高齢者の自動車利用などもあり、自動車依存がさらに高まっている。

○ 一方、高齢者は非高齢者に比べて自動車利用とバス利用が高い傾向があり、移動制約者の増

加に対応していくためには、既存の公共交通を維持・確保しながら、自動車から公共交通へ

の転換を進める方策が求められる。
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図 6 広域都市圏別の代表交通手段構成比

注）平成 20 年「東京都市圏パーソントリップ調査」

12.8%

15.8%

1.8%

1.7%

50.7%

51.6%

2.1%

2.4%

10.0%

9.4%

22.6%

19.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成10年

平成20年

鉄道 バス 自動車 自動二輪 自転車 徒歩

図 7 過去 10 年の代表交通手段構成比の変化

注）平成 10 年、平成 20 年「東京都市圏パーソントリップ調査」
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注）平成 20 年「東京都市圏パーソントリップ調査」
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（２）観光需要への対応

○ 県西部都市圏は、豊かな自然環境を持つ観光拠点が点在しており、観光入込客数は年間約 3

千万人で、県全体の約 1.5 億人の約 2割を占める。観光目的の移動では、自動車利用が約 7

割を占めているが、鉄道やバスなどの公共交通機関も利用されている。

○ さらには、県外の富士山の世界文化遺産登録、平成 32 年の東京オリンピック開催などを含

め、国外をはじめとする都市圏外を含む観光客の増加が見込まれることから、広域的な観光

交通需要を支える交通体系が求められる。
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図 9 市町別観光入込客割合 図 10 箱根町観光客の利用交通機関

注）県政要覧（平成 24 年度版） 注）平成 22 年観光客実態調査報告書（箱根町）
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（３）防災への対応

○ 平成 23 年に東日本大震災が発生したが、当該地域においても神奈川県西部地震や富士山噴

火等も想定されることから、リダンダンシーの確保など防災への対応が求められる。

図 12 神奈川県西部地震の震度分布図

注）神奈川県地震被害想定調査委員会「神奈川県地震被害想定調査」（平成 21 年３月）

図 13 災害に備えた道路ネットワーク

注）かながわ都市マスタープラン（津波対策編）（平成 25 年３月）
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（４）都市の低炭素化と集約型都市構造への対応

○平成 24 年 12 月に「都市の低炭素化の促進に関する法律」が施行され、都市の低炭素化に寄

与し、行政コストの効率的運用にも資する集約型都市構造への転換、公共交通機関の利用促

進等、歩いて暮らせるまちづくりなど、公共交通の整備と集約型都市構造が連携した新たな

方向性が示されている。

図 14 都市の低炭素化の概念図

注）国土交通省「都市の低炭素に関する法律」ＨＰ

図 15 公共交通の整備と集約型都市構造の実現のシナリオ

注）国土交通省関東地方整備局ＨＰ
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第４章 県西部都市圏の将来都市像

１．県西部都市圏の将来都市像と都市交通のあるべき姿

県西部都市圏は、上位計画となる「県総合計画」及び「かながわ都市マスタープラン」におい

て、自然や歴史などの地域資源を生かした観光と交流によるにぎわいのあるまちづくりと、地域

の特色を生かした活力と魅力にあふれた地域づくりが、都市づくりの方向性として示されている。

また、前章で示した今後の交通政策の方向性を踏まえ、県西部都市圏の互いに交流する地域と

しての特徴を生かし、広域拠点である小田原駅周辺とのアクセス強化や各地域拠点との連絡強化

など、拠点内・都市圏外を含んだ拠点間の連携を支える交通体系を構築するとともに、今後の高

齢化により増大する交通弱者対策について長期的視野を見据えて対応するため、行政・住民・交

通事業者が協調して公共交通を維持・確保し、過度に自動車に依存しない持続可能なまちづくり

を実現していくことが必要である。特に、都市の低炭素化と集約型都市構造の実現を図るために

は、環境負荷の少ない既存の公共交通は大きな役割を果たすため、拠点内の移動を支援する公共

交通、拠点間をつなぐ公共交通を活用し、過度な自動車依存の脱却を目指す。

県西部都市圏の将来都市像（都市交通のあるべき姿）

拠点内・拠点間の連携を支え、過度に自動車に依存しない交通体系の実現

拠点内の都市機能の集約を支え、広域拠点とのアクセス強化や各地域拠点の連絡強化など、

拠点内・拠点間の連携を支え、既存の公共交通を維持・確保し、過度に自動車に依存しな

い交通体系の構築

図 16 県西部都市圏の将来都市像

○「選択と集中による道路整備を進めるとともに、道

路や公共交通などの既存ストックを有効活用」

○「地域の核となる拠点を活性化しつつ、拠点間を有

機的に接続し、広域的な観光・産業などの交流・連

携を支える交通体系の構築」

○「高齢者等の日常生活の移動手段を確保するため、

公共交通の利用を促進し、過度な自動車依存を緩

○自然や歴史などの地域資源を

生かした観光と交流によるに

ぎわいのあるまちづくり

○地域の特色を生かした活力と

魅力にあふれた地域づくり 【交通政策の方向性】

【都市づくりの方向性】（上位計画）
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図 17 県西部都市圏の将来都市像図

広域拠点 ・都市圏全体の将来都市像の実現をけん引する拠点

小田原駅周辺

地域拠点 ・各地域における将来都市像の実現をけん引する拠点

鴨宮駅周辺、国府津駅周辺、大雄山駅周辺、中井町役場周辺、

大井町役場周辺、松田駅・新松田駅周辺、山北駅周辺、開成駅周辺、

箱根湯本駅周辺、真鶴駅周辺、湯河原駅周辺

県土連携軸 ・都市圏外を含む拠点間の交流連携を促進する連携軸

都市連携軸 ・広域拠点の中心市街地を迂回する連携軸（小田原環状軸）
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２．上位計画

（１）県総合計画

めざすすがた

図 18 県西部都市圏のめざすすがた

注）かながわグランドデザイン基本構想（平成 24年 3月）-県総合計画

政策展開の方向

・豊かな自然や歴史・文化などの地域資源を生かし、国内外から来訪する多くの人々の

多様なニーズに応えるとともに、地域の特色を生かした様々な生産活動が営まれ、職・

住・遊が一体となって豊かなくらしを実感できる、活力と魅力あふれる地域づくりを

めざします。

○ 豊かな自然環境を保全しつつ、歴史･文化、豊かな水などの地域資源を活用し、交流

を促進することにより、地域に根ざした商工業や観光、農林水産業の振興を図ります。

○ 道路網や漁港などの都市基盤や産業基盤の整備を進め、企業誘致を促進するとともに、

地域が主体となって取り組むまちづくりや、地域の恵まれた資源を活用した環境に調

和した産業立地など、地域の活性化につながる土地利用を図ります。

○ 交流拠点である中心市街地の活性化や、自然と都市が調和した居住環境の整備を進め

ます。

○ 富士箱根伊豆地域の一体的な振興を図る観点から、国内外からの観光客の誘致や、環

境対策、交通体系整備などについて、山梨県、静岡県と連携した取組みを進めます。

○ 東日本大震災を踏まえ、切迫性が指摘されている東海地震や神奈川県西部地震、津波

などへの備えを強化します。
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（２）かながわ都市マスタープラン

■都市づくりの目標

■都市づくりの基本方向と基本方針

■広域的な視点に立った取組み

【地域の魅力】

★ 国際観光地としての魅力があり、交流人口によるマーケットがある。

★ 地域資源を生かす「場」の力がある。

【基本方向】

○ 県西都市圏域は、国際的な観光・リゾート地としての優位性を生かして都市圏域全体の

魅力と競争力の向上を図ることが重要であり、その強みの元になっている豊かな自然や

文化的遺産などの観光資源の維持・活用とともに、交流を通じて地域の価値をいっそう

高める。

「環境共生」の方針

・多彩な交流を支え、住み続けられる環境づくり

・計画的な土地利用による環境・資源の管理

・豊かな自然的環境の維持

「自立と連携」の方針

・ 中心市街地の機能強化＜広域拠点＞

・ 広域的な連携による活力向上、ニーズ

の多様化などへの対応

○回遊性のある交流ネットワークの形成

・ 国道 1 号、酒匂縦貫道路､酒匂川 2 号橋、小田原環状道路の整備や西湘バイパスの延伸な

ど災害時における応急活動にも資する道路網の整備、御殿場線等の活性化の検討、小田原

駅周辺をはじめとする都市機能の充実・強化、都市公園の整備などを図る。

○自然と歴史・文化を生かした国際的な観光拠点の形成

・ 小田原城をはじめとする歴史・文化、芦ノ湖や箱根の温泉等の地域資源を生かしながら、

ゆとりを持って巡る箱根づくりに向けた回遊性の向上（ウォーキングコースネットワーク

整備、渋滞対策等）を図り、神奈川や首都圏の住民をはじめ、国内外からの来訪者が安ら

げる自然と歴史・文化を生かした国際的な観光拠点の形成を図る。
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図 19 県西地域総合整備方針図

注）かながわ都市マスタープラン（平成 19年 10月）

図 20 将来都市構造

注）かながわ都市マスタープラン地域別計画（平成 22年 11月）
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第５章 交通マスタープランの改定

１．交通マスタープランの基本的な考え方

県西部都市圏の都市交通上の課題解決を図るため、前回交通マスタープランの基本的な考え方をベースに、都市圏の将来像、社会情勢、将来都市像を踏まえ、交通マスタープランの基本的な考え方を設定

する。３つの基本的な考え方で構成し、前回の交通マスタープランでも概念としてあった「交流・活力を促進する交通の実現」、「安全・安心な交通の実現」に加え、新たに、「環境にやさしい交通の実現」

を設定する。

交通マスタープラン
の基本的な考え方

～広域交流・地域内連
携を促進する交通基

盤づくり～

県西部都市圏と他圏域

との広域交流を促進し、
かつ、日常生活圏として
の県西部都市圏内の連
携を強化する交通体系を
構築する

～安全・安心な
交通環境づくり～

生活者や観光客、そして、
こども、高齢者、身障者等、
誰もが安全で安心して移

動できる交通環境を整備
する

～効果的で効率的な
施策の展開～

既存ストックを有効活用し、
交通需要マネジメント方策
の導入などを進め、環境

負荷が少なく、効果的で
効率的な施策を展開する

策定されたマスタープラン
に対し、社会情勢に応じ
てチェック＆レビュ－（見

直し・評価）を定期的に行
うことで、より実効性のあ
る施策展開を図る

拠
点
内
・拠
点
間
の
連
携
を
支
え
、
過
度
に
自
動
車
に
依
存
し
な
い
交
通
体
系
の
実
現

社会情勢の
変化における

新たな
４つの視点

○さらなる少子高齢化・
人口減少への対応

○観光需要への対応
○防災への対応
○都市の低炭素化と
集約型都市構造へ
の対応

県西部都市圏の将来像（上位計画）

【かながわグランドデザイン基本構想】
○くらしの安全・安心の確保＜安全・安心＞

○地域の活力＜交流・活力＞
○環境との共生、エネルギー政策の転換＜環境＞
・少子化、高齢化への対応、くらしの質的充実、県
民との協働連携、地域主権の実現

【かながわ都市マスタープラン】
○産業活力の維持・向上＜交流・活力＞

○環境負荷の少ない都市づくりの推進＜環境＞
○自然と共生した都市づくりの推進＜環境＞
○良好な景観の保全・創造＜環境＞
○安全な市街地の形成＜安全・安心＞
・集約型都市構造への転換

・計画的な維持管理と既存ストックの有効活用

【かながわ都市マスタープラン
（地域別計画：県西都市圏域）】

○環境共生＜環境＞
○自立と連携＜交流・活力＞

交通マスタープラン
の基本的な考え方

交流・活力を促進する
交通の実現

県西部都市圏と他圏域との広
域交流を促進し、かつ、日常生
活圏としての県西部都市圏内
の連携を強化する交通体系を
構築し、実現していく。

安全・安心な
交通の実現

生活者や観光客、そして、こど
も、高齢者、身障者等、誰もが
安全で安心して移動できる交
通環境を実現していく。

環境にやさしい
交通の実現

地球環境の保全、身近な住環
境の改善や自然環境の保護
など総合的な環境問題に率先
して取り組み、環境負荷の少
ない交通環境を実現していく。

効果的で効率的な
施策の展開

既存ストックを有効活用し、早
期に効果が発現される施策を
選択と集中により計画的に進
め、効率的で効果的な施策を
展開していく。

将来
都市像

交流・活力の視点

安全・安心の視点

環境の視点

2市8町の総合計画、都市計画マスタープラン
における将来像、目標

２市８町の総合計画、都市計画マスタープラン

前回の交通マスタープラン 今回の交通マスタープラン

県西部都市圏の
都市交通上の課題

交流・連携の強化・円滑化

●地域内拠点の連携強化
（南北・東西）

●広域交流促進に資する交通体系
の整備

●地域の幹線道路ネットワークの
明確化

移動しやすさの向上

●公共交通による移動の利便性や
円滑化の維持・向上

安全・安心の交通環境の構築

●交通安全対策の強化

●大規模自然災害に備える
交通体系の構築

混雑緩和のための既存交通基盤
の有効活用（効率性の向上）

●限られた財源のもとでの
効果的・効率的な交通混雑対策

観光交通行動の支援

●観光行動を支援し、広域的な回
遊ルートを形成する道路環境整
備等

自然環境保全の支援

●環境負荷低減に資する交通体系
の構築
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２．県西部都市圏の現状及び問題・課題

県西部都市圏の現状や、上位・関連計画から、地域全体、市町レベルの現状の都市交通問題と、将来発生すると想定される都市交通問題を再整理し、これら問題に対応する６分類９項目の都市交通上の課題を整理した。

県西部都市圏の現状
交通の状況

社会経済状況等

●土地利用
・都市・観光拠点などが地域
全体に分布
・大規模商業施設の幹線道路
沿道への立地の進展
・中山間部、丘陵部に点在する
美術館、博物館等観光施設

●人口
・夜間人口は減少傾向
・少子高齢化のより一層の進行
・鉄道駅などの拠点を中心に
人口が分布

●自然環境
・箱根、丹沢、酒匂川、相模湾
などの豊かな自然環境
・神奈川県西部地震、東海地震、
富士山噴火の危険性

●産業
・地域産業の停滞
・神奈川県平均を上回る夜間
人口当たり製造品出荷額等
・日本有数の国際的観光地
・産業の土地利用転換

●交通手段
・引き続き自動車依存傾向
・公共交通利用者の減少

●道路・交通施設
・酒匂連携軸における幹線道路
網整備の遅れ
・大規模施設に隣接した幹線
道路の混雑

・大井町、中井町などを中心
にバス路線の退出等意向申出
路線が存在
・小田原市、山北町、箱根町
などにおける歩行者ネット
ワーク整備の遅れ

・鉄道駅等における駅前広場、
駐車場等の未整備

●交通需要
・各交通需要において減少傾向
・公共交通需要も減少傾向
・小田原市を中心とした交通
流動
・広域交通需要の活発化
・圏域外の周辺都市との交通
流動増加

将来自動車交通需要予測から想定される交通問題

県西部都市圏の将来像

上位計画の方向性

各市町の現状の都市交通問題

地域づくりからみた都市交通の検討の方向性

県西部都市圏の現状の都市交通問題

●かながわグランドデザイン
基本構想（県総合計画）

・活力と魅力にあふれた地域づくり
・国内外から来訪する多くの人々
の多様なニーズに対応

●かながわ都市マスタープラン
・歴史と自然につつまれ、観光と
交流による賑わいのある都市
づくり

●平日の市街地での慢性的な交通渋滞、特に南北方向交通の混雑

混雑度が1.25以上となる区間が存在する主な道路
国道1号、国道135号、国道255号 等
小田原山北線、御殿場大井線 等

●観光交通による混雑、住民の日常交通との輻輳
国道1号、国道135号、真鶴道路、湯河原箱根仙石原線 等

将来交通需要の見通し
平成20年東京都市圏パーソントリップ

調査の平成42年将来交通需要

●足柄下郡３町と他地域との連携箇所における交通混雑

国道１号、国道１３５号
●市街地部における交通混雑

小田原市等

●小田原市と南足柄市の連絡部分の交通混雑
●大井松田IC周辺における交通集中による混雑

●国道を中心とした事故多発地点
国道1号、国道255号 等

将来発生すると想定される都市交通問題

●安全・安心な交通環境整備への対応
●都市交通からみた環境負荷低減への対応
●低成長時代における交通体系整備
●大規模自然災害に備える交通体系整備
●安全・快適な観光交通実現に向けた対応●交通需要減少傾向が続く

●自動車依存のさらなる継続
●変わらない小田原市を中心と

したトリップ分布
●さらなる公共交通利用者の

減少

●公共交通サービス水準の低下
高い自動車依存の継続による公共交通サービス水準の低下

●市街地・観光地の歩行環境の向上
国道1号、国道246号、小田原市街地、湯河原箱根仙石原線 等

●鉄道駅等における交通結節点機能の向上
国府津駅、松田駅・新松田駅、開成駅 等

交流・連携の強化・円滑化

●地域内拠点の連携強化（南北・東西）
・酒匂連携軸を形成する拠点間の交通サービス水準向上に資する

幹線道路網整備・交通円滑化方策の検討
・足柄下郡の観光拠点連携強化に資する

幹線道路網整備・交通円滑化方策の検討
・足柄下郡３町と他地域との連携箇所における混雑解消に資する

幹線道路整備・交通円滑化方策の検討

●広域交流促進に資する交通体系の整備
・山梨、静岡との交通ネットワーク強化（富士箱根伊豆交流圏形成支援）
・地域内外南北方向の交通ネットワーク強化（酒匂連携軸形成支援）
・地域内外東西方向の交通ネットワーク強化（横浜足柄連携軸形成支援）

●地域の幹線道路ネットワークの明確化
・県西部全体からみた幹線道路体系の明確化

（各市町の幹線道路整備計画を県西部全体として整合）
・通過交通処理の円滑化に資する道路ネットワークの整備促進

（自動車専用道路、4車線道路）

移動しやすさの向上

●公共交通による移動の利便性や円滑化の維持・向上
・移動制約者等の移動円滑化や交通手段確保に資する交通体系の構築
・事業者との連携による公共交通ネットワーク維持・確保方策の検討
・大井町、中井町などを中心としたバスの利便性が低い地域における

広域的な視点からのバス路線網の検討
・需要動向、利用者ニーズに応じた交通結節点機能強化、バリアフリー化の推進

安全・安心な交通環境の構築

●交通安全対策の強化
・事故多発地点における事故削減策の検討
・自動車と自転車・歩行者を分離した道路環境整備の促進

●大規模自然災害に備える交通体系の構築
・交通ネットワークのリダンダンシー確保のための酒匂川沿い南北方向、酒匂川
渡河部、広域的な交通を担う、観光・産業拠点の小田原市や、観光拠点の
箱根町、湯河原町、真鶴町等の幹線道路の代替機能の検討

・緊急輸送道路の整備促進

混雑緩和のための既存交通基盤の有効活用
●限られた財源のもとでの効果的・効率的な交通混雑対策
・道路交通情報提供、有料道路の利用料金見直しなど

既存交通施設の有効活用策の検討
・渋滞交差点等の部分改良などによるボトルネック解消
・TDM施策等の適用可能性の検討

（公共交通が利用可能な地区におけるモビリティマネジメントの導入等）

観光交通行動の支援

●観光行動を支援し、広域的な回遊ルートを形成する交通環境整備等
・県西部都市圏の観光拠点間、県外を含む他地域との連携促進のための道路や
既存公共交通の利活用方策の検討
・地域資源活用による新たな魅力創出のための

酒匂川を中心とした自転車・歩行者ネットワークの検討
・観光交通混雑緩和に資するTDM施策等の適用可能性の検討
・国内外の観光客のためのわかりやすい交通案内・表示の整備

自然環境・ 地球環境保全の支援
●環境負荷の低減に資する交通体系の構築
・環境負荷低減に資する交通ネットワークの構築・手段分担方策の検討
・日常交通と観光交通の違いに配慮した環境負荷低減策の検討

広域連携の方向性

●交通事故
・高齢者による交通事故の増大

●財源
・限られた財源の中、公共事業
に重点投資をすることの難しさ

都市づくりの方向性

●広域交通の活発化
・富士山世界遺産登録に伴う、
山梨県、静岡県との交流活発化

・平成32年の東京オリンピック開催
に伴う観光客等の増加

●都市づくりの社会的要請
・低炭素なまちづくり
・集約型都市構造
・中心市街地活性化

●交通に対する住民意識
・自動車よりもバスや自転車
交通に不満
・高い自動車依存であり、高齢
になっても自動車利用意向が
高い
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２．県西部都市圏の現状及び問題・課題

 

県西部都市圏の現状や、上位・関連計画から、地域全体、市町レベルの現状の都市交通問題と、将来発生すると想定される都市交通問題を再整理し、これら問題に対応する６分類９項目の都市交通上の課題を整理した。 
 

 

 

 

県西部都市圏の現状
交通の状況

社会経済状況等

●土地利用
・都市・観光拠点などが地域
全体に分布
・大規模商業施設の幹線道路
沿道への立地の進展
・中山間部、丘陵部に点在する
美術館、博物館等観光施設

●人口
・夜間人口は減少傾向
・少子高齢化のより一層の進行
・鉄道駅などの拠点を中心に
人口が分布

●自然環境
・箱根、丹沢、酒匂川、相模湾
などの豊かな自然環境
・神奈川県西部地震、東海地震、
富士山噴火の危険性

●産業
・地域産業の停滞
・神奈川県平均を上回る夜間
人口当たり製造品出荷額等
・日本有数の国際的観光地
・産業の土地利用転換

●交通手段
・引き続き自動車依存傾向
・公共交通利用者の減少

●道路・交通施設
・酒匂連携軸における幹線道路
網整備の遅れ
・大規模施設に隣接した幹線
道路の混雑

・大井町、中井町などを中心
にバス路線の退出等意向申出
路線が存在
・小田原市、山北町、箱根町
などにおける歩行者ネット
ワーク整備の遅れ

・鉄道駅等における駅前広場、
駐車場等の未整備

●交通需要
・各交通需要において減少傾向
・公共交通需要も減少傾向
・小田原市を中心とした交通
流動
・広域交通需要の活発化
・圏域外の周辺都市との交通
流動増加

将来自動車交通需要予測から想定される交通問題

県西部都市圏の将来像

上位計画の方向性

各市町の現状の都市交通問題

地域づくりからみた都市交通の検討の方向性

県西部都市圏の現状の都市交通問題

●かながわグランドデザイン
基本構想（県総合計画）

・活力と魅力にあふれた地域づくり
・国内外から来訪する多くの人々
の多様なニーズに対応

●かながわ都市マスタープラン
・歴史と自然につつまれ、観光と
交流による賑わいのある都市
づくり

●平日の市街地での慢性的な交通渋滞、特に南北方向交通の混雑

混雑度が1.25以上となる区間が存在する主な道路
国道1号、国道135号、国道255号 等
小田原山北線、御殿場大井線 等

●観光交通による混雑、住民の日常交通との輻輳
国道1号、国道135号、真鶴道路、
県道75号（湯河原箱根仙石原） 等

将来交通需要の見通し
平成20年東京都市圏パーソントリップ

調査の平成42年将来交通需要

●足柄下郡３町と他地域との連携箇所における交通混雑

国道１号、国道１３５号
●市街地部における交通混雑

小田原市等

●小田原市と南足柄市の連絡部分の交通混雑
●大井松田IC周辺における交通集中による混雑

●国道を中心とした事故多発地点
国道1号、国道255号 等

将来発生すると想定される都市交通問題

●安全・安心な交通環境整備への対応
●都市交通からみた環境負荷低減への対応
●低成長時代における交通体系整備
●大規模自然災害に備える交通体系整備
●安全・快適な観光交通実現に向けた対応●交通需要減少傾向が続く

●自動車依存のさらなる継続
●変わらない小田原市を中心と

したトリップ分布
●さらなる公共交通利用者の

減少

●公共交通サービス水準の低下
高い自動車依存の継続による公共交通サービス水準の低下

●市街地・観光地の歩行環境の向上
国道1号、国道246号、小田原市街地、
県道75号（湯河原箱根仙石原） 等

●鉄道駅等における交通結節点機能の向上
国府津駅、松田駅・新松田駅、開成駅 等

交流・連携の強化・円滑化

●地域内拠点の連携強化（南北・東西）
・酒匂連携軸を形成する拠点間の交通サービス水準向上に資する

幹線道路網整備・交通円滑化方策の検討
・足柄下郡の観光拠点連携強化に資する

幹線道路網整備・交通円滑化方策の検討
・足柄下郡３町と他地域との連携箇所における混雑解消に資する

幹線道路整備・交通円滑化方策の検討

●広域交流促進に資する交通体系の整備
・山梨、静岡との交通ネットワーク強化（富士箱根伊豆交流圏形成支援）
・地域内外南北方向の交通ネットワーク強化（酒匂連携軸形成支援）
・地域内外東西方向の交通ネットワーク強化（横浜足柄連携軸形成支援）

●地域の幹線道路ネットワークの明確化
・県西部全体からみた幹線道路体系の明確化

（各市町の幹線道路整備計画を県西部全体として整合）
・通過交通処理の円滑化に資する道路ネットワークの整備促進

（自動車専用道路、4車線道路）

移動しやすさの向上

●公共交通による移動の利便性や円滑化の維持・向上
・移動制約者等の移動円滑化や交通手段確保に資する交通体系の構築
・事業者との連携による公共交通ネットワーク維持・確保方策の検討
・大井町、中井町などを中心としたバスの利便性が低い地域における

広域的な視点からのバス路線網の検討
・需要動向、利用者ニーズに応じた交通結節点機能強化、バリアフリー化の推進

安全・安心な交通環境の構築

●交通安全対策の強化
・事故多発地点における事故削減策の検討
・自動車と自転車・歩行者を分離した道路環境整備の促進

●大規模自然災害に備える交通体系の構築
・交通ネットワークのリダンダンシー確保のための酒匂川沿い南北方向、酒匂川
渡河部、広域的な交通を担う、観光・産業拠点の小田原市、観光拠点の箱根町、
湯河原町、真鶴町等の幹線道路の代替機能の検討

・緊急輸送道路の整備促進

混雑緩和のための既存交通基盤の有効活用
●限られた財源のもとでの効果的・効率的な交通混雑対策
・道路交通情報提供、有料道路の利用料金見直しなど

既存交通施設の有効活用策の検討
・渋滞交差点等の部分改良などによるボトルネック解消
・TDM施策等の適用可能性の検討

（公共交通が利用可能な地区におけるモビリティマネジメントの導入等）

観光交通行動の支援

●観光行動を支援し、広域的な回遊ルートを形成する交通環境整備等
・県西部都市圏の観光拠点間、県外を含む他地域との連携促進のための道路や
既存公共交通の利活用方策の検討

・地域資源活用による新たな魅力創出のための
酒匂川を中心とした自転車・歩行者ネットワークの検討

・観光交通混雑緩和に資するTDM施策等の適用可能性の検討
・国内外の観光客のためのわかりやすい交通案内・表示の整備

自然環境・ 地球環境保全の支援
●環境負荷の低減に資する交通体系の構築
・環境負荷低減に資する交通ネットワークの構築・手段分担方策の検討
・日常交通と観光交通の違いに配慮した環境負荷低減策の検討

広域連携の方向性

●交通事故
・高齢者による交通事故の増大

●財源
・限られた財源の中、公共事業
に重点投資をすることの難しさ

都市づくりの方向性

●広域交通の活発化
・富士山世界遺産登録に伴う、
山梨県、静岡県との交流活発化

・平成32年の東京オリンピック開催
に伴う観光客等の増加

●都市づくりの社会的要請
・低炭素なまちづくり
・集約型都市構造
・中心市街地活性化

●交通に対する住民意識
・自動車よりもバスや自転車
交通に不満
・高い自動車依存であり、高齢
になっても自動車利用意向が
高い
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３．交通マスタープランの交通体系整備の方針と施策目標

交通マスタープランの３つの基本的な考え方を具現化するため、５つの交通体系整備の方針を定め、それぞれの方針に基づき、施策目標として、15の指標及び目標水準を設定する。

注）首都圏渋滞ボトルネック対策協議会の平成 24年度主要渋滞箇所数

※交通体系整備の方針と施策目標の対応は、主として関連する

項目で表記

　交流・連携の強化・円滑化

●地域内拠点の連携強化
 （南北・東西）

●広域交流促進に資する交通体系
  の整備

●地域の幹線道路ネットワークの
　明確化

　移動しやすさの向上

●公共交通による移動の利便性や
　円滑化の維持・確保

　安全・安心の交通環境の構築

●交通安全対策の強化

●大規模自然災害に備える
　交通体系の構築

 混雑緩和のための既存交通基盤
の有効活用（効率性の向上）

●限られた財源のもとでの
　効果的・効率的な交通混雑対策

　観光交通行動の支援

●観光行動を支援し、広域的な回
  遊ルートを形成する道路環境整
  備等

　自然環境・地球環境保全の支援

●環境負荷の低減に資する交通
　体系の構築

6

交流・活力を促進する交通の実現

＜交通施策の目標＞
・都市圏内外・外内交通を担う幹線交通体系の強化

・地域の拠点間を連絡する幹線交通体系の強化
・拠点内の移動環境の向上

＜交通施策の目標＞
・観光地へのアクセス性の向上

・観光地内の移動環境の向上
・都市圏外を含む観光地間の回遊性の向上

安全・安心な交通の実現

＜交通施策の目標＞
・高齢者等の生活や自立を支援するモビリティの確保

・交通不便地区の交通サービスの確保
・安全で快適な移動空間の確保

＜交通施策の目標＞
・交通事故の少ない交通環境づくり

・大規模災害に対応した防災機能の向上

環境にやさしい交通の実現

＜交通施策の目標＞
・環境にやさしい交通体系の推進

・環境に配慮した交通行動の推進
・環境や生態系に配慮した道路環境づくり

交通体系整備の方針

広域交流・地域内連携促進の基盤づくり

観光を支援する交通環境づくり

誰もが動きやすい交通環境づくり

安全・安心な交通環境づくり

環境保全を支援する交通環境づくり

交流・活力を促進
する交通の実現

県西部都市圏と他圏域
との広域交流を促進し、
かつ、日常生活圏として
の県西部都市圏内の連

携を強化する交通体系
を構築し、実現していく。

安全・安心な
交通の実現

生活者や観光客、そして、
こども、高齢者、身障者
等、誰もが安全で安心し
て移動できる交通環境を
実現していく。

環境にやさしい
交通の実現

地球環境の保全、身近
な住環境の改善や自然
環境の保護など総合的
な環境問題に率先して

取り組み、環境負荷の少
ない交通環境を実現して
いく。

効果的で効率的な
施策の展開

既存ストックを有効活用
し、早期に効果が発現さ
れる施策を選択と集中
により計画的に進め、効

率的で効果的な施策を
展開していく。

交通ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの
基本的な考え方

指標

交流・活力を促進する交通の実現

安全・安心な交通の実現

環境にやさしい交通の実現

・広域拠点へのアクセス時間
の短縮

・インターチェンジアクセス時間
の短縮

・拠点からの所要時間の短縮
・主要断面の混雑緩和、都市
圏混雑度の低減

・ボトルネック(交差点等)の解消

・休日の幹線道路混雑の緩和

・主要観光拠点へのアクセス
時間の短縮

・主要駅のバリアフリー化

・市街地内の自転車通行可
能区間及び市街地内の歩
道設置密度の向上

・公共交通によるカバー圏人
口の維持

・交通事故の削減

・緊急輸送道路の整備・改良
（電線類地中化含む）

・災害拠点病院までのアクセ
ス時間の短縮

・二酸化炭素排出量の削減

・自動車依存度の緩和

目標水準

・小田原駅アクセス30分圏
の拡大

・ＩＣアクセス15分圏の拡大

・拠点から15分圏の拡大
・混雑度1.25未満の区間増加
及び1.5以上の区間解消

・渋滞が著しい5区間、9地点注）

の解消

・平休比が1を超え、休日混
雑度が1.25超える区間の混

雑緩和
・箱根湯本駅まで30分圏の
拡大

・乗降客数の多い駅等のバ
リアフリー化

・道路整備によるゆとりある
幅員の道路整備率の向上

・DID内公共交通カバー圏
人口92％（現況）の維持

・事故危険箇所の解消
・緊急輸送道路の有効幅員

確保と整備促進
・災害拠点病院まで30分圏
の拡大

・渋滞緩和・旅行速度向上等
による排出量の削減

・自動車分担率の増加抑制
・自動車走行台キロの低減

広域交流・地域内連携促進の基盤づくり

観光を支援する交通環境づくり

誰もが動きやすい交通環境づくり

安全・安心な交通環境づくり

環境保全を支援する交通環境づくり

施策目標県西部都市圏の
都市交通上の課題
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３．交通マスタープランの交通体系整備の方針と施策目標

 
 交通マスタープランの３つの基本的な考え方を具現化するため、５つの交通体系整備の方針を定め、それぞれの方針に基づき、施策目標として、15 の指標及び目標水準を設定する。 

　交流・連携の強化・円滑化

●地域内拠点の連携強化
 （南北・東西）

●広域交流促進に資する交通体系
  の整備

●地域の幹線道路ネットワークの
　明確化

　移動しやすさの向上

●公共交通による移動の利便性や
　円滑化の維持・確保

　安全・安心の交通環境の構築

●交通安全対策の強化

●大規模自然災害に備える
　交通体系の構築

 混雑緩和のための既存交通基盤
の有効活用（効率性の向上）

●限られた財源のもとでの
　効果的・効率的な交通混雑対策

　観光交通行動の支援

●観光行動を支援し、広域的な回
  遊ルートを形成する道路環境整
  備等

　自然環境・地球環境保全の支援

●環境負荷の低減に資する交通
　体系の構築

6

交流・活力を促進する交通の実現

＜交通施策の目標＞
・都市圏内外・外内交通を担う幹線交通体系の強化

・地域の拠点間を連絡する幹線交通体系の強化
・拠点内の移動環境の向上

＜交通施策の目標＞
・観光地へのアクセス性の向上

・観光地内の移動環境の向上
・都市圏外を含む観光地間の回遊性の向上

安全・安心な交通の実現

＜交通施策の目標＞
・高齢者等の生活や自立を支援するモビリティの確保

・交通不便地区の交通サービスの確保
・安全で快適な移動空間の確保

＜交通施策の目標＞
・交通事故の少ない交通環境づくり

・大規模災害に対応した防災機能の向上

環境にやさしい交通の実現

＜交通施策の目標＞
・環境にやさしい交通体系の推進

・環境に配慮した交通行動の推進
・環境や生態系に配慮した道路環境づくり

交通体系整備の方針

広域交流・地域内連携促進の基盤づくり

観光を支援する交通環境づくり

誰もが動きやすい交通環境づくり

安全・安心な交通環境づくり

環境保全を支援する交通環境づくり

交流・活力を促進
する交通の実現

県西部都市圏と他圏域
との広域交流を促進し、
かつ、日常生活圏として
の県西部都市圏内の連

携を強化する交通体系
を構築し、実現していく。

安全・安心な
交通の実現

生活者や観光客、そして、
こども、高齢者、身障者
等、誰もが安全で安心し
て移動できる交通環境を
実現していく。

環境にやさしい
交通の実現

地球環境の保全、身近
な住環境の改善や自然
環境の保護など総合的
な環境問題に率先して

取り組み、環境負荷の少
ない交通環境を実現して
いく。

効果的で効率的な
施策の展開

既存ストックを有効活用
し、早期に効果が発現さ
れる施策を選択と集中
により計画的に進め、効

率的で効果的な施策を
展開していく。

交通ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの
基本的な考え方

指標

交流・活力を促進する交通の実現

安全・安心な交通の実現

環境にやさしい交通の実現

・広域拠点へのアクセス時間
の短縮

・インターチェンジアクセス時間
の短縮

・拠点からの所要時間の短縮
・主要断面の混雑緩和、都市
圏混雑度の低減

・ボトルネック(交差点等)の解消

・休日の幹線道路混雑の緩和

・主要観光拠点へのアクセス
時間の短縮

・主要駅のバリアフリー化

・市街地内の自転車通行可
能区間及び市街地内の歩
道設置密度の向上

・公共交通によるカバー圏人
口の維持

・交通事故の削減

・緊急輸送道路の整備・改良
（電線類地中化含む）

・災害拠点病院までのアクセ
ス時間の短縮

・二酸化炭素排出量の削減

・自動車依存度の緩和

目標水準

・小田原駅アクセス30分圏
の拡大

・ＩＣアクセス15分圏の拡大

・拠点から15分圏の拡大
・混雑度1.25未満の区間増加
及び1.5以上の区間解消

・渋滞が著しい5区間、9地点注）

の解消

・平休比が1を超え、休日混
雑度が1.25超える区間の混

雑緩和
・箱根湯本駅まで30分圏の
拡大

・乗降客数の多い駅等のバ
リアフリー化

・道路整備によるゆとりある
幅員の道路整備率の向上

・DID内公共交通カバー圏
人口92％（現況）の維持

・事故危険箇所の解消
・緊急輸送道路の有効幅員

確保と整備促進
・災害拠点病院まで30分圏
の拡大

・渋滞緩和・旅行速度向上等
による排出量の削減

・自動車分担率の増加抑制
・自動車走行台キロの低減

広域交流・地域内連携促進の基盤づくり

観光を支援する交通環境づくり

誰もが動きやすい交通環境づくり

安全・安心な交通環境づくり

環境保全を支援する交通環境づくり

県西部都市圏の
都市交通上の課題

 
注）首都圏渋滞ボトルネック対策協議会の平成 24 年度主要渋滞箇所数

※交通体系整備の方針と施策目標の対応は、主として関連する

項目で表記 
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４．交通計画分野別基本方針の設定

５つの交通体系整備の方針を実現するために４つの交通計画分野別基本方針を定める。

※分野別の基本方針は、主として関連する項目を中心に表記

まちづくり交通計画

●基本計画である歩行者ネット
ワーク計画等の策定及び

整備推進（再掲）
●電線類地中化等バリア

フリーに配慮した歩行者
空間の整備

●「駐車場整備計画」等に

基づく計画的な駐車場整備、
既存駐車場の有効活用

●「自転車等の駐車対策に
関する総合計画」等に基づ
く計画的な駐輪場整備、

既存駐輪場の有効活用

交通需要マネジメント

●「駐車場整備計画」等に
基づく計画的な駐車場整備、

既存駐車場の有効活用
（再掲）

●「自転車等の駐車対策に
関する総合計画」等に基づく
計画的な駐輪場整備、

既存駐輪場の有効活用
（再掲）

●行政・企業・学校における
ﾓﾋﾞﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの導入

●主要施設・観光地等の電気
自動車用充電施設の整備

●超小型モビリティの導入検討

●利便性の向上による鉄道・
バス等の利用促進

公共交通計画

●公共交通が不便な地区への
新たな交通サービスの導入
検討（コミュニティバス、デマ
ンドバス、タクシーの利活用
等）

●高齢者等の移動制約者の
ための新たな交通施策の

検討（福祉タクシー等）
●各駅等における交通結節点

機能の検討

●公共交通のバリアフリー化
の促進

●公共交通優遇制度（乗継
割引、観光・商業施設との

連携、旅行パックと絡めた
優遇制度等）の導入検討

●パークアンドライドの推進・
導入検討

●サイクルアンドバスライドの

導入検討

●高齢運転者への公共交通
利用促進の支援強化

幹線道路網計画

●主要交通結節点機能の
再検討

●基本計画である歩行者ネッ
トワーク計画等の策定及び
整備推進

●駅前レンタサイクルの活用
促進

●観光地内の移動性を支援す
るレンタサイクル等の導入

検討
●自動車専用道路の利用促進

策の検討・提案（情報提供、
有料道路の料金弾力化等）

●既存鉄道サービスの維持・
確保

●既存バスサービスの維持・
確保

●鉄道・バスの乗継利便性
向上策の実施（情報案内、
ダイヤ調整等）

●高速バスネットワークとの
連携

●広域交流・地域内連携を

支援する道路やインターチェ
ンジアクセス道路の整備

●県西部都市圏の骨格を形成
する放射環状型・ラダー型・
拠点間連絡型の道路網整備

●河川沿いを活用した自転車
道整備の推進

●駅前レンタサイクルの活用
促進（再掲）

●外国人にもわかりやすい
交通案内の充実（再掲）

●観光地への円滑な移動を

推進するパークアンドライド
の導入検討

●パークアンドサイクルの実施
●観光地内の移動を支援する

レンタサイクル等の導入検
討（再掲）

●観光と連携した鉄道・バス

交通の利活用、外国人にも
わかりやすい交通案内の
充実

●都市圏外の広域的な観光
地間を周遊する公共交通の
導入検討

●観光地間の回遊を支援する
バス交通の整備

●県西部都市圏の骨格を形成
する放射環状型・ラダー型・

拠点間連絡型の道路網整備
（再掲）

●ボトルネック対策の推進

●基本計画である自転車ネット
ワーク計画等の策定及び

整備推進

●自然環境保全の支援（生態

系に配慮した道路計画づくり
と事業の実施）

●基本計画である自転車ネット
ワーク計画等の策定及び
整備推進（再掲）

●防災ﾈｯﾄﾜｰｸ形成の推進
●交通事故を削減する交通

安全対策、バイパス整備
の推進

●安全な移動のためのハンプ
やボラード等の設置、交通
規制の導入検討

●交通安全教育の推進

●運転負担の軽減や事故の未然
防止等に有効な先進安全動車
(ASV)の普及促進

交通体系整備の方針

交流・活力を促進する交通の実現

＜交通施策の目標＞
・都市圏内外・外内交通を担う幹線交通体系の強化

・地域の拠点間を連絡する幹線交通体系の強化
・拠点内の移動環境の向上

＜交通施策の目標＞
・観光地へのアクセス性の向上

・観光地内の移動環境の向上
・都市圏外を含む観光地間の回遊性の向上

安全・安心な交通の実現

＜交通施策の目標＞
・高齢者等の生活や自立を支援するモビリティの確保

・交通不便地区の交通サービスの確保
・安全で快適な移動空間の確保

＜交通施策の目標＞
・交通事故の少ない交通環境づくり

・大規模災害に対応した防災機能の向上

環境にやさしい交通の実現

＜交通施策の目標＞
・環境にやさしい交通体系の推進

・環境に配慮した交通行動の推進
・環境や生態系に配慮した道路環境づくり

広域交流・地域内連携促進の基盤づくり

観光を支援する交通環境づくり

誰もが動きやすい交通環境づくり

安全・安心な交通環境づくり

環境保全を支援する交通環境づくり

交通計画分野別基本方針
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４．交通計画分野別基本方針の設定

５つの交通体系整備の方針を実現するために４つの交通計画分野別基本方針を定める。

※分野別の基本方針は、主として関連する項目を中心に表記

まちづくり交通計画

●歩行者ネットワーク計画等の
策定及び整備推進（再掲）

●電線類地中化等バリア
フリーに配慮した歩行者
空間の整備

●「駐車場整備計画」等に
基づく計画的な駐車場整備、

既存駐車場の有効活用
●「自転車等の駐車対策に

関する総合計画」等に基づ
く計画的な駐輪場整備、
既存駐輪場の有効活用

交通需要マネジメント

● 「駐車場整備計画」等に
基づく計画的な駐車場整備、

既存駐車場の有効活用
（再掲）

●「自転車等の駐車対策に
関する総合計画」等に基づく
計画的な駐輪場整備、

既存駐輪場の有効活用
（再掲）

●行政・企業・学校における
ﾓﾋﾞﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの導入

●主要施設・観光地等の電気
自動車用充電施設の整備

●超小型モビリティの導入検討

●利便性の向上による鉄道・
バス等の利用促進

公共交通計画

●公共交通が不便な地区への
新たな交通サービスの導入
検討（コミュニティバス、デマ
ンドバス、タクシーの利活用
等）

●高齢者等の移動制約者の
ための新たな交通施策の

検討（福祉タクシー等）
●各駅等における交通結節点

機能の検討

●公共交通のバリアフリー化
の促進

●公共交通優遇制度（乗継
割引、観光・商業施設との

連携、旅行パックと絡めた
優遇制度等）の導入検討

●パークアンドライドの推進・
導入検討

●サイクルアンドバスライドの

導入検討

●高齢運転者への公共交通
利用促進の支援強化

幹線道路網計画

●主要交通結節点機能の
再検討

●歩行者ネットワーク計画等
の策定及び整備推進

●駅前レンタサイクルの活用
促進

●観光地内の移動を支援する
レンタサイクル等の導入

検討
●自動車専用道路の利用促進

策の検討・提案（情報提供、
有料道路の料金弾力化等）

●既存鉄道サービスの維持・
確保

●既存バスサービスの維持・
確保

●鉄道・バスの乗継利便性
向上策の実施（情報案内、
ダイヤ調整等）

●高速バスネットワークとの
連携

●広域交流・地域内連携を

支援する道路やインターチェ
ンジアクセス道路の整備

●県西部都市圏の骨格を形成
する放射環状型・ラダー型・
拠点間連絡型の道路網整備

●河川沿いを活用した自転車
道整備の推進

●駅前レンタサイクルの活用
促進（再掲）

●外国人にもわかりやすい
交通案内の充実（再掲）

●観光地への円滑な移動を

推進するパークアンドライド
の導入検討

●パークアンドサイクルの実施
●観光地内の移動を支援する

レンタサイクル等の導入検
討（再掲）

●観光と連携した鉄道・バス

交通の利活用、外国人にも
わかりやすい交通案内の
充実

●都市圏外の広域的な観光
地間を周遊する公共交通の
導入検討

●観光地間の回遊を支援する
バス交通の整備

●県西部都市圏の骨格を形成
する放射環状型・ラダー型・

拠点間連絡型の道路網整備
（再掲）

●ボトルネック対策の推進

●自転車ネットワーク計画等の
策定及び整備推進

●自然環境保全の支援（生態

系に配慮した道路計画づくり
と事業の実施）

●自転車ネットワーク計画等の
策定及び整備推進（再掲）

●防災ﾈｯﾄﾜｰｸ形成の推進
●交通事故を削減する交通

安全対策、バイパス整備
の推進

●安全な移動のためのハンプ
やボラード等の設置、交通
規制の導入検討

●交通安全教育の推進

●運転負担の軽減や事故の未然
防止等に有効な先進安全動車
(ASV)の普及促進

交通体系整備の方針

交流・活力を促進する交通の実現

＜交通施策の目標＞
・都市圏内外・外内交通を担う幹線交通体系の強化

・地域の拠点間を連絡する幹線交通体系の強化
・拠点内の移動環境の向上

＜交通施策の目標＞
・観光地へのアクセス性の向上

・観光地内の移動環境の向上
・都市圏外を含む観光地間の回遊性の向上

安全・安心な交通の実現

＜交通施策の目標＞
・高齢者等の生活や自立を支援するモビリティの確保

・交通不便地区の交通サービスの確保
・安全で快適な移動空間の確保

＜交通施策の目標＞
・交通事故の少ない交通環境づくり

・大規模災害に対応した防災機能の向上

環境にやさしい交通の実現

＜交通施策の目標＞
・環境にやさしい交通体系の推進

・環境に配慮した交通行動の推進
・環境や生態系に配慮した道路環境づくり

広域交流・地域内連携促進の基盤づくり

観光を支援する交通環境づくり

誰もが動きやすい交通環境づくり

安全・安心な交通環境づくり

環境保全を支援する交通環境づくり

交通計画分野別基本方針
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５．交通計画分野別基本方針

交通マスタープランの交通計画分野は、前述のように、交通体系整備の方針を実現するため、

「公共交通計画」「幹線道路網計画」「まちづくり交通計画」「交通需要マネジメント」の４分野と

し、それぞれの交通計画分野の基本方針を次の通り定める。

－ 16－ － 17－－ 20－
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（１）公共交通計画

基本的には、前回交通マスタープランを踏まえ、各市町の公共交通連携計画、今後の高齢化の

進展による公共交通の重要性の高まりを考慮し、既存の公共交通を維持・確保しつつ施策展開を

図る。

公共交通計画は、公共交通ネットワーク計画及び交通結節点計画により構成する。

■ 公共交通ネットワーク計画

① 公共交通ネットワークの考え方

・県西部都市圏では、新幹線駅である小田原駅を中心に、ＪＲ東海道線、小田急小田原線、伊豆

箱根鉄道大雄山線、箱根登山鉄道が放射状に配置されている。また、国府津駅からは 環状方向

にＪＲ御殿場線が位置している。公共交通ネットワークは、これらの利便性の高い鉄道網を基

本とし、公共交通ネットワーク・サービスの維持・確保を目指す。

・高速道路における広域的なバス交通ネットワークを活用するため、バス交通ネットワークとの

連携強化を目指す。

・バス交通は、鉄道が配置されていない交通空白地帯や鉄道路線間の補完、さらに、広域拠点や

地域拠点をはじめとしたターミナル駅から市街地や他の拠点へのアクセスなど、日常生活を支

えるネットワーク形成を検討しモビリティを確保する。

② 公共交通ネットワーク計画の基本方針

・鉄道ネットワークによる公共交通カバー圏の維持、サービス水準の維持・確保

・バスネットワークによる公共交通カバー圏の維持、サービス水準の維持・確保

・公共交通のバリアフリー化の促進（ノンステップバス、ユニバーサルデザインタクシー等）

・高速バスネットワークとの連携

・公共交通が不便な地区などへの新たな交通サービスの導入検討（コミュニティバス、タクシー

の利活用等）

・高齢者等の移動制約者のための新たな交通施策の検討（福祉タクシー等）

・観光と連携した鉄道・バス交通の利活用、交通案内の充実

・公共交通優遇制度の導入検討（乗継割引、観光・商業施設との連携、旅行パック等割引制度）

・パークアンドライドの推進、導入検討

・サイクルアンドバスライドの導入検討
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図 21 公共交通ネットワーク概念図
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■ 交通結節点計画

基本的には、前回交通マスタープランを踏まえ、 乗り換え・利便性の向上を図る。

① 交通結節点の考え方

・広域拠点である小田原駅は、駅周辺施設整備を推進し、各地域拠点からのアクセス強化を行う。

・小田原駅及び地域拠点駅においては、バリアフリー化や駅前広場の整備が進んでいるが、引き

続き、計画・整備を推進していき、必要に応じ、駅前広場等の見直しを検討する。また、広域

バス交通と結節する山北バス停についても、主要交通結節点として乗り換え利便性の向上に向

けた施設整備を推進する。

・その他の駅においては、周辺施設整備の状況や必要性に応じて、駅前広場の整備推進や駐車場・

駐輪場の整備、バリアフリー化の推進等を行う。

② 交通結節点計画の基本方針

・広域拠点駅の整備、交通結節機能強化

・主要交通結節点の整備

・鉄道駅等におけるバリアフリー化の促進
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図 22 交通結節点整備概念図
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・鉄道・バス間における連携強化（乗継ダイヤの改善）　等

ＪＲ御殿場線

ＪＲ東海道線箱根登山鉄道

大
雄

山
線

東名高速道路

東海道新幹線

足柄駅

蛍田駅

富水駅

開成駅

栢山駅

下曽我駅

上大井駅

相模金子駅

富士フィルム前駅

緑町駅

大雄山駅

井細田駅

五百羅漢駅

穴部駅

飯田岡駅

相模沼田駅

岩原駅

塚原駅

和田河原駅

根府川駅

早川駅

真鶴駅

湯河原駅

鴨
宮
駅

国
府
津
駅

松田駅・
新松田駅

山
北
駅

東
山
北
駅

谷
峨
駅

小
田

急
線

酒
匂
川

沼津
静岡

伊豆
下田

御殿場

新宿
町田

東京
横浜

東京
横浜

東名高速山北バス停へのバスアクセス強化

新松田駅周辺整備事業

箱
根
湯
本
駅

彫
刻
の
森
駅

箱
根
板
橋
駅

強
羅
駅

塔
ノ
沢
駅

大
平
台
駅

小
涌
谷
駅

入
生
田
駅

風
祭
駅

宮
ノ
下
駅

鉄 道 駅

日平均乗降客数（平成25年）

 3万人～10万人
 3千人～3万人
 3千人未満

10万人以上

高速バス停

鉄 道 網

鉄道

新幹線

交通結節機能整備を進める
鉄道駅・高速バス停

鉄道駅のバリアフリー化進捗状況

整備済み

未整備

地域拠点

広域拠点

小田原駅

中井町
役場周辺

大井町
役場周辺

新東名高速道路（仮）山北スマートＩＣ

東京
横浜

静岡
浜松

御殿場へ

東京
横浜

広域連携

国府津駅周辺整備事業

開成駅周辺再整備事業

駅前広場のレイアウト等の見直し

真鶴駅前渋滞対策事業

湯河原駅前広場整備事業
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（２）幹線道路網計画

基本的には、前回交通マスタープラン及び道路ネットワークの検討結果を踏まえ、追加・変

更・削除する路線を選定し、拠点内・拠点間の連携を支える道路ネットワークを構築する。

幹線道路網計画は、幹線道路ネットワーク計画及び自転車・歩行者ネットワーク計画により

構成する。

■ 幹線道路ネットワーク計画

① 幹線道路ネットワークの考え方

・県西部都市圏には、東名高速道路や西湘バイパス、小田原厚木道路などの東西方向の自動車専

用道路が配置されていることから、富士箱根伊豆交流圏の形成や、連携軸の形成に資するため、

既往の自動車専用道路ネットワークに連絡するネットワーク形成やインターチェンジアクセス

道路の整備を推進する。

・幹線道路網は、小田原駅を中心とした放射環状型の道路網、足柄平野南北方向の酒匂連携軸の

形成に資するラダー型の道路網、広域拠点、各拠点間を連絡する道路網の３つにより形成し、

中心市街地の道路走行環境にも配慮した道路整備を推進する。

・また、拠点間を複数の路線で結ぶなど、リダンダンシーを確保する。

② 幹線道路ネットワーク計画の基本方針

・広域交流・地域内連携を支援する道路やインターチェンジアクセス道路の整備推進

・県西部都市圏の骨格を形成する、放射環状型・ラダー型・拠点間連絡型の道路網整備の推進

・電線類地中化等の防災ネットワーク形成の推進

・ボトルネック対策の推進（渋滞交差点の改良）

・交通事故を削減する部分改良、道路整備の推進

・都市計画道路見直しの検討

・事業効果を考慮した選択と集中による効率的かつ効果的な道路整備
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図 23 幹線道路ネットワーク概念図
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　　　　〃　　　　（構想※）

●その他の施策
・ボトルネック交差点の解消
・都市計画道路の見直し 等

秦野大井線バイパス

(仮)山北開成小田原線
平塚松田線比奈窪
バイパス

　高速自動車国道・
　その他の有料道路
　（平成25年時点供用済）

　高速自動車国道・
　その他の有料道路
　（平成25年時点未供用）

松田駅・新松田駅
周辺

南足柄市と箱根町
を連絡する道路
(南箱道路）

（仮）山北スマートＩＣ

大井松田
ＩＣ

（仮）秦野SAスマートIC

秦野中井ＩＣ

西湘二宮
ＩＣ

橘ＩＣ国府津ＩＣ小田原ＩＣ 酒匂ＩＣ

二宮
ＩＣ小田原

東ＩＣ

沼田成田線

小田原山北線

小田原中井線

地域拠点

広域拠点

真鶴駅
周辺

鴨宮駅
周辺

国府津駅
周辺

静岡
浜松

東京
横浜

東京
厚木

広域連携

西湘バイパスの延伸
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■ 自転車・歩行者ネットワーク計画

基本的には、前回交通マスタープラン及び「小田原市自転車ネットワーク計画」と整合を図る。

① 自転車・歩行者ネットワークの考え方

・県西部都市圏の自転車系ネットワークは、酒匂川に沿った南北方向のサイクリングロードを軸

に、これを横断する方向の幹線道路を介して、鉄道駅等を結ぶネットワークにより構成する。

河川沿いのサイクリングロードはレクリエーションの軸としても機能し、日常の自転車交通処

理の一部も担う。

・特に小田原市においては、自転車需要、事故課題が多いことから、それらを踏まえて幹線道路

と補助幹線道路を含む自転車ネットワーク路線を選定し、連続性のある自転車ネットワーク整

備に取り組む。

・小田原市内においても、特に自転車需要、事故課題が多い小田原駅、鴨宮駅などの周辺では、

商業施設利用者の自転車交通、観光目的の自転車交通の利便性を向上するため、より密度の高

い面的ネットワークの構築を将来的に目指す。

・歩行者系ネットワークは、小田原駅や松田駅・新松田駅周辺などの主要駅周辺において、駅に

接続する幹線道路を軸としたネットワークを構築する。また、電線類地中化等の安全で歩きや

すい歩行者空間の整備を行う。

② 自転車・歩行者ネットワーク計画の基本方針

【自転車系ネットワーク計画基本方針】

・自転車ネットワーク計画等の策定及び整備の推進

・自転車ネットワークの整備形態は、「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」が策定

された背景を踏まえながら、道路交通状況や既存の自転車歩行者道を有効活用しつつ、整備形

態を検討する。

・幹線道路を活用した自転車ネットワークの構築

・河川沿いを活用した自転車道整備の推進

・交通事故を削減する部分改良、道路整備の推進

【歩行者系ネットワーク計画基本方針】

・歩行者ネットワーク計画等の策定及び整備の推進

・主要な鉄道駅周辺における歩行者ネットワーク計画等の策定及び整備の推進

・電線類地中化等のバリアフリーに配慮した歩行者空間の整備

・交通事故を削減する部分改良、道路整備の推進

－ 24－－ 27－
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図 24 自転車・歩行者ネットワーク概念図

ＪＲ御殿場線

ＪＲ東海道線

箱根登山鉄道
大

雄
山

線

東
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新
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●その他の施策
 ・バリアフリーに対応した歩行者空間の整備 等

強羅駅

和田河原駅

相
模
金
子
駅

新松田駅周辺整備事業

小田原駅周辺歩行者ネット
ワーク計画策定

鉄 道 網

鉄道

新幹線

自転車・歩行者ネットワーク

酒匂川・狩川に沿った広域的なサイクリングロード整備の推進

河川沿い自転車空間と駅や拠点を連絡する幹線道路網整備とあわせた自転車
ネットワーク整備の推進
駅や拠点を連絡する幹線道路網整備とあわせた歩行者ネットワーク整備の推進

主な鉄道駅

 3万人～10万人

 3千人～3万人

 3千人未満

10万人以上

日平均乗降客数（平成25年)

主要な鉄道駅周辺における歩行者ネットワークの整備

狩 

川

地域拠点

広域拠点

小田原駅
周辺

山北駅
周辺

箱根
湯本駅
周辺

真鶴駅
周辺

湯河原
駅周辺

開成駅
周辺

大雄山
駅周辺

松田駅・
新松田駅

周辺

大井
町役場
周辺

中井
町役場
周辺

国府津
駅周辺

鴨宮駅
周辺

小
田
急
線

酒匂川サイクリングロード整備事業

駅周辺自転車ネットワーク計画策定

歩行者空間整備事業
（路側帯カラー舗装）
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（３）まちづくり交通計画

各市町の都市マスタープランや中心市街地活性化基本計画等の上位計画を踏まえ、低炭素な

まちづくりや集約型都市構造を実現するため、中心市街地における歩いて暮らせるまちづくり

を推進する。

① まちづくり交通の考え方

・中心市街地には、鉄道駅や公共施設、商業施設などが立地し、人や物が集中する構造となって

いることから、自動車や自転車を受け入れる駐車場や駐輪場について、需要を勘案した計画策

定及び整備を推進する。

・歩いて暮らせるまちづくりを推進するため、歩行者ネットワーク計画等を基本に、歩行者や自

転車が安心して移動できる空間整備を推進する。

・特に、住民・事業主・地権者等が複雑に絡む中心市街地等においては、「都市空間」と「交通」

を一体的にプランニング・デザイン・マネジメントしながら、まちづくり交通計画を推進する。

② まちづくり交通計画の基本方針

【駐車場・駐輪場計画基本方針】

・「駐車場整備計画」等に基づく計画的な駐車場整備、既存駐車場の有効活用

・「自転車等の駐車対策に関する総合計画」等に基づく計画的な駐輪場整備、既存駐輪場の有

効活用

【歩行者系計画基本方針】

・歩行者ネットワーク計画等の策定及び整備の推進

・電線類地中化等のバリアフリーに配慮した歩行者空間整備の推進

・交通事故を削減する道路整備・道路改良の推進

【自転車系計画基本方針】

・自転車ネットワーク計画等の策定及び整備の推進

・レンタサイクルの活用及びコミュニティサイクルの導入検討

－ 26－－ 29－
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図 25 まちづくり交通計画概念図

鉄
道
駅

河
川
沿
い
の
自
転
車
道

幹 線 道 路

公 園

鉄道駅から
500ｍ～1,000mの範囲

文化会館・
図書館等

福祉施設
・ 病院等

主要な鉄
道駅周辺

学校

学校

骨格となる自転車ネットワーク・
歩行者ネットワーク

主要な鉄道駅周辺

鉄道

その他の道路

駅や拠点を連絡する自転車ネットワーク・歩行者ネットワーク
　・主要な鉄道駅からおおむね500m～1,000mにある主要施設間
　・骨格となる自転車ネットワーク・歩行者ネットワーク沿道に位置する主要施設周辺
　※主要施設：学校、図書館、文化会館、福祉施設、病院、公園、市役所・町役場等

自転車利用ルートイメージ

歩行者利用ルートイメージ

計
画
的
な

駐
車
場
整
備

計画的な
駐車場整備

計画的な
駐車場
整備

計画的な
駐輪場
整備

計画的な
駐輪場
整備
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（４）交通需要マネジメント

基本的には、前回交通マスタープランを踏まえ、安全・安心な交通環境づくり、過度な自動車

利用を抑制するため、ＴＤＭ施策等を推進する。

① 交通需要マネジメントの考え方

・県西部都市圏において、広域交流や地域内連携促進、また、安全で安心な交通環境を実現する

ためには、交通施設整備や適正な施設運用が必要であり、公共交通、幹線道路網、まちづくり

交通のそれぞれの分野での計画を推進する必要がある。しかしながら、需給のアンバランスな

どにより、即効性のある短期的な対応が必要な交通問題も存在している。このため、供給側の

対応である施設整備と併せて、継続的な交通需要マネジメントによる調整が重要となる。

・県西部都市圏下郡３町（箱根町、真鶴町、湯河原町）に集中する観光需要に係る、観光地アク

セスおよび観光地内回遊交通への対応として、観光交通需要マネジメントを検討・実施する。

・鉄道利便性の高い地域特性を活かし、小田原市等の通勤交通を対象としたモビリティマネジメ

ントを検討・実施する。

・郊外立地の大規模商業施設に集中する買い物交通を対象として、交通需要マネジメント施策を

検討・実施する。

・自動車専用道路の利用促進策を検討し、社会実験等の実施にあたってはその支援を行う。

・高齢運転者には公共交通利用促進の支援を強化し、自動車利用者には交通安全教育を推進して

いく。併せて環境にやさしい自動車の普及を促進していく。

② 交通需要マネジメントの基本方針

・交通需要マネジメント検討（観光、通勤、買い物等）

・行政・企業・学校におけるモビリティマネジメントの導入検討

・自動車専用道路の利用促進策の検討・支援

・高齢運転者への公共交通利用促進の支援強化

・自動車利用者への交通安全教育の推進

・主要施設・観光地等の電気自動車用充電施設の整備促進

・超小型モビリティの導入検討

－31－

（４）交通需要マネジメント

基本的には、前回交通マスタープランを踏まえ、安全・安心な交通環境づくり、過度な自動車

利用を抑制するため、ＴＤＭ施策等を推進する。

① 交通需要マネジメントの考え方

・県西部都市圏において、広域交流や地域内連携促進、また、安全で安心な交通環境を実現する

ためには、交通施設整備や適正な施設運用が必要であり、公共交通、幹線道路網、まちづくり

交通のそれぞれの分野での計画を推進する必要がある。しかしながら、需給のアンバランスな

どにより、即効性のある短期的な対応が必要な交通問題も存在している。このため、供給側の

対応である施設整備と併せて、継続的な交通需要マネジメントによる調整が重要となる。

・県西部都市圏下郡３町（箱根町、真鶴町、湯河原町）に集中する観光需要に係る観光地アクセ

スおよび観光地内回遊交通への対応として、観光交通需要マネジメントを検討・実施する。

・鉄道利便性の高い地域特性を活かし、小田原市等の通勤交通を対象としたモビリティマネジメ

ントを検討・実施する。

・郊外立地の大規模商業施設に集中する買い物交通を対象として、交通需要マネジメント施策を

検討・実施する。

・自動車専用道路の利用促進策を検討し、社会実験等の実施にあたってはその支援を行う。

・高齢運転者には公共交通利用促進の支援を強化し、自動車利用者には交通安全教育を推進して

いく。併せて環境にやさしい自動車の普及を促進していく。

② 交通需要マネジメントの基本方針

・交通需要マネジメント検討（観光、通勤、買い物等）

・行政・企業・学校におけるモビリティマネジメントの導入検討

・自動車専用道路の利用促進策の検討・支援

・高齢運転者への公共交通利用促進の支援強化

・自動車利用者への交通安全教育の推進

・主要施設・観光地等の電気自動車用充電施設の整備促進

・超小型モビリティの導入検討
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図 26 交通需要マネジメントの概念図

ＪＲ御殿場線

ＪＲ東海道線

箱根登山鉄道

大
雄

山
線

小
田
急
線

東海道新幹線

酒

匂

川

東名高速道路

●その他の施策
・情報提供による自動車交通ルート分散・道路有効利用の
 検討
・有料道路の料金弾力化による利用促進策の検討
・交通需要マネジメントの検討および実施による交通手段
  転換の促進
・行政・企業・学校におけるモビリティマネジメントの導入検討
・高齢運転者への公共交通利用推進の支援強化
・自動車利用者への交通安全教育の推進
・主要施設・観光地等の電気自動車用充電施設の整備促進
・超小型モビリティの導入検討　等
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観光地アクセスおよび観光地内回遊の
自動車交通を削減するパークアンドライ
ド等の検討

観光交通を対象としたＴＤＭ方策の検討

通勤の自動車交通を削減するパークア
ンドライド等の検討
業務地公共交通アクセシビリティ向上策
等の検討

通勤交通を対象としたＴＤＭ方策の検討

郊外の商業施設に集中する自動車交
通を削減するための事業者との連携方
策の検討 （共同バス運行、フリンジパー
キング等）

商業交通を対象としたＴＤＭ方策の検討
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